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平成２９年度答申第３１号 

平成２９年１２月２２日 

 

諮問番号 平成２９年度諮問第２０号（平成２９年８月２２日諮問） 

審 査 庁 経済産業大臣 

事 件 名 再生可能エネルギー発電設備を用いた発電の認定取消処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求の全てを棄却すべきであるとの諮問に係る判断のうち、

別紙設備認定目録記載の認定番号５１から１６０までの各認定を取り

消す処分の取消しを求める部分については、いずれも却下すべきであ

るから、諮問に係る判断は妥当とはいえないが、その余の各認定を取

り消す処分の取消しを求める部分についてこれらをいずれも棄却すべ

きであるとの諮問に係る判断は妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

  本件は、経済産業大臣（以下「処分庁」又は「審査庁」という。）から平成

２８年１０月１７日付けで、平成２８年法律第５９号（以下「改正法」とい

う。）による改正前の電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関す

る特別措置法（平成２３年法律第１０８号。以下「旧法」といい、上記改正後

のものを「新法」という。）に基づく別紙設備認定目録記載の１６０件の各認

定（以下「本件各認定」という。）を取り消す処分（以下「本件各取消処分」

という。）を受けた審査請求人が、本件各取消処分はいずれも違法又は不当で

あるとして、その取消しを求めて審査請求をしたところ、審査庁が、「本件審

査請求は棄却すべきである」として、当審査会に諮問した事案である。 
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１ 制度の概要 

⑴ 旧法は、平成２８年６月３日公布の改正法により改正され、平成２９年

４月１日（以下「新法施行日」という。）に新法が施行された。 

⑵ 再生可能エネルギー発電設備を用いて発電しようとする者については、

従来、旧法６条１項の規定に基づき、当該発電設備及びその発電の方法が

一定の基準に適合することにつき、経済産業大臣の認定を受けることがで

きる制度（以下「旧設備認定制度」という。）がとられていたが、未稼働

案件の防止と事業者による適切な事業運営を確保するために、改正法によ

って旧法が改正され、旧設備認定制度が廃止されて、新たに再生可能エネ

ルギー発電事業を行おうとする者が再生可能エネルギー事業計画を作成し、

経済産業大臣がその事業の実施の確実性や適切性を確認して認定する制度

（以下「事業計画認定制度」という。）が創設された。 

⑶ 旧設備認定制度について 

ア 趣旨 

旧法においては、電気についてエネルギー源としての再生可能エネルギ

ー源の利用を促進することを目的とし（旧法１条）、その達成のため、電

気事業者に対し、経済産業大臣が定める一定の期間、一定の価格により調

達する契約の締結に応じるよう義務を課す、いわゆる固定価格買取制度が

導入され、再生可能エネルギーを用いる発電設備の設置に関して投資回収

の不確実性を低減させ、その導入拡大を促進するために、固定価格買取制

度の適用を受けられる者を、経済産業大臣の認定を受けた発電設備を用い

て再生可能エネルギー電気を供給しようとする者に限ることとする制度

（旧設備認定制度）が採用された（旧法３条、４条、５条、６条）。 

イ 認定申請 

上記ア記載の経済産業大臣による認定の申請は、平成２８年経済産業省

令第８４号による改正前の電気事業者による再生可能エネルギー電気の調

達に関する特別措置法施行規則（平成２４年経済産業省令第４６号。以下

「旧規則」という。なお、上記改正後のものを、以下「新規則」という。）

７条２項各号及び４項に掲げる書類を添付して、同条１項に規定する申請

書を提出することによって行うこととされていた。 

そして、発電出力が１０ｋＷ以上５０ｋＷ未満の太陽光発電設備の設備

認定申請手続は、平成２５年１月１０日以降、原則としてインターネット

を通じての電子申請によることとされ、再生可能エネルギー支援システム
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に設備の所在地となる土地の地番や設備の型式等の必要事項を入力するこ

とにより行うものとされた。 

ウ 認定基準 

旧法６条１項１号は、「当該再生可能エネルギー発電設備について、調

達期間にわたり安定的かつ効率的に再生可能エネルギー電気を発電するこ

とが可能であると見込まれるものであることその他の経済産業省令で定め

る基準に適合すること。」と規定し、旧規則８条において経済産業省令で

定める基準が定められているが、その一つである同条１項２号は、「当該

認定の申請に係る再生可能エネルギー発電設備を設置する場所及び当該設

備の仕様が決定していること。」（このうち「場所が決定していること」

のみを指して、以下「場所決定基準」という。）と規定している。 

エ 場所決定基準の運用方針 

経済産業大臣は、上記の場所決定基準については、申請に係る設備の設

置場所となる土地の地番が申請書に具体的に記載され、その場所で発電を

することが相当程度確実であると見込まれる状態にあることを要するもの

と解していたが、法令上は、申請に係る発電設備が場所決定基準に適合す

るものであることを証する書類の添付を具体的に義務付ける規定は設けら

れておらず、経済産業大臣においては、平成２４年１２月１０日からは、

場所決定基準の審査において、申請に係る設備の設置場所となる土地の地

番が申請書に具体的に記載されていること、及び一定規模以上（当初は 

５００ｋＷ以上であったが、平成２６年１月１４日からは４００ｋＷ以上

に、同年４月１日からは５０ｋＷ以上にそれぞれ変更された。）の発電設

備に係る申請については、当該土地の確保状況を示す書類として登記簿謄

本、契約書又は権利者の証明書（同意書）の提出をもって確認し、これに

満たない規模の発電設備にはこのような書類の提出を求めない運用を行っ

ていた。 

このことは、経済産業大臣において、場所決定基準に係る審査基準とし

て定められることはなかったものの、上記運用方針については、経済産業

省のホームページ、一般に配布されるガイドブック等に記載され、一般に

周知されていた。 

（審査庁作成の平成２９年１０月３１日付け「資料の提出について」） 

オ 認定に係る発電の軽微な変更の取扱い 

旧法６条４項は、「第１項の認定に係る発電をし、又はしようとする者
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は、当該認定に係る発電の変更をしようとするときは、経済産業省令で定

めるところにより、経済産業大臣の認定を受けなければならない。ただし、

経済産業省令で定める軽微な変更については、この限りでない。」と規定

し、同条５項は、「第１項の認定に係る発電をし、又はしようとする者は、

前項ただし書の経済産業省令で定める軽微な変更をしたときは、遅滞なく、

その旨を経済産業大臣に届け出なければならない。」と規定しており、ま

た、同条４項ただし書の経済産業省令で定める軽微な変更について、旧規

則１０条１項は、同項各号に掲げる変更以外の変更とすると規定している

が、同項各号には設備の設置場所の変更については掲げられていない。 

経済産業大臣は、認定を受けた事業者が設備の設置場所を変更する場合

の手続について、認定を受けた者が認定に係る発電設備の運転開始前に当

該設備の設置場所での事業を断念し、別の場所で同じ設備を用いて事業を

行おうとする場合には、事業を断念した場所については認定発電設備の廃

止を届け出るものとし（旧規則１１条）、新たな事業場所について改めて

新規の認定を取得させることを原則とする一方、申請時点では未確定だっ

た地番表記が確定した場合や環境アセスメント等により事業予定地が拡大

又は縮小した場合のように、実質的に同一事業場所での事業と認められる

範囲内の所在地変更の場合には、旧規則１０条の規定に基づく軽微な変更

の届出（以下「軽微変更届出」という。）によることとする運用を行って

いた。 

軽微変更届出によることが認められる「実質的に同一事業場所での事業

と認められる範囲内の所在地変更の場合」とはどのような場合をいうのか

について、経済産業大臣は具体的な運用基準を定めていなかったが、実務

上は、隣接若しくは近接する土地の追加又は複数の土地のうちの一部の削

除については、軽微変更届出の手続によることを認める運用がされていた。 

（審査庁作成の平成２９年１０月３１日付け「資料の提出について」） 

カ 報告徴収 

旧法４０条１項は、「経済産業大臣は、この法律の施行に必要な限度に

おいて、電気事業者、一般送配電事業者等若しくは認定発電設備を用いて

再生可能エネルギー電気を供給し、若しくは供給しようとする者に対し、

その業務の状況、認定発電設備の状況その他必要な事項に関し報告をさせ、

又はその職員に、電気事業者、一般送配電事業者等若しくは認定発電設備

を用いて再生可能エネルギー電気を供給し、若しくは供給しようとする者
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の事業所若しくは事務所若しくは認定発電設備を設置する場所に立ち入り、

帳簿、書類、認定発電設備その他の物件を検査させることができる。ただ

し、住居に立ち入る場合においては、あらかじめ、その居住者の承諾を得

なければならない。」と規定している（以下、同項の規定に基づき報告を

求めることを「報告徴収」という。）。 

キ 認定の取消し 

旧法６条６項は、「経済産業大臣は、第１項の認定に係る発電が同項各

号のいずれかに適合しなくなったと認めるときは、当該認定を取り消すこ

とができる。」と規定している。 

⑷ 事業計画認定制度について 

ア 新法の規定 

新法９条１項は、「自らが維持し、及び運用する再生可能エネルギー発

電設備を用いて発電した再生可能エネルギー電気を特定契約により電気事

業者に対し供給する事業を行おうとする者は、再生可能エネルギー発電設

備ごとに、経済産業省令で定めるところにより、再生可能エネルギー発電

事業の実施に関する計画を作成し、経済産業大臣の認定を申請することが

できる。」と規定し、同条３項は、「経済産業大臣は、第１項の規定によ

る申請があった場合において、その申請に係る再生可能エネルギー発電事

業計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その

認定をするものとする。」と規定している。 

イ 旧認定の失効 

改正法附則７条は、旧法６条１項の規定による認定（以下「旧認定」と

いう。）について、 附則４条１項、５条３項及び６条３項の規定により

新法９条３項の認定を受けたものとみなされる場合以外の場合には、旧認

定は、その効力を失う旨を規定している。 

２ 事案の経緯等 

⑴ 処分庁は、平成２５年３月１５日から同月２７日までの間、審査請求人

からの各申請に対し、旧法６条２項の規定に基づき、別紙設備認定目録記

載の発電設備について本件各認定をした。 

（平成２４年度に認定した１７５設備のＦＩＴ情報） 

⑵ 処分庁は、本件各認定をするに際しては、審査請求人に対し、当該申請

に係る設備の設置場所を使用する権原を有することを証する書類の提出を

求めなかった。 
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（審査庁作成の平成２９年１０月３１日付け「資料の提出について」） 

⑶ しかし、その後、処分庁は、認定後特段の理由なく場所及び設備の確保

が進まない事業者がいるとの指摘を受け、平成２５年９月から、平成２４

年度に認定を受けた４００ｋＷ以上の運転開始前の発電設備について、当

該認定を受けた事業者に対し、当該認定に係る場所及び設備の確保の状況

を確認するために報告徴収を行ったところ、認定後１年近くの期間を経て

もなお、特段の理由なく、場所及び設備の確保がされていない案件が多数

確認された。 

このため、処分庁は、平成２６年１月末時点において場所及び設備の確

保がされていない案件に対し、段階的に認定の取消手続をとることとした。 

（弁明書、審査庁作成の平成２９年９月２２日付け事務連絡） 

⑷ また、処分庁は、平成２６年８月からは、同様に平成２５年度に認定さ

れた４００ｋＷ以上の運転開始前の設備について報告徴収を行い、さらに、

平成２７年１２月からは、平成２４年度及び平成２５年度に認定された設

備のうち、一の場所において複数の設備が設置されている場合で、主に合

計発電出力が４００ｋＷ以上の運転開始前の設備について報告徴収を行う

こととした。 

（弁明書、審査庁作成の平成２９年９月２２日付け事務連絡） 

⑸ そこで、処分庁は、平成２８年１月８日付けで、審査請求人に対し、審

査請求人が平成２４年度に認定を受けた設備１７５件（本件各認定に係る

設備１６０件を含む。）及び平成２５年度に認定を受けた設備の合計１万 

７０００件余りの設備に係る場所及び設備の確保の状況について、報告期

限を平成２８年４月２８日と定めて報告徴収を行ったところ、審査請求人

からは、上記報告期限までに報告がなかった。 

なお、審査請求人は、平成２８年９月２７日になって、別紙設備認定目

録記載の認定番号１（以下、別紙設備認定目録記載の各認定については、

目録記載の認定番号ごとに「認定１」などという。）に係る報告書を処分

庁に提出した。 

（弁明書、報告徴収通知書、報告書） 

⑹ 処分庁は、平成２８年９月８日付けで、審査請求人に対し、上記⑸の報

告徴収の対象となった設備認定のうち、平成２４年度に認定を受けながら

未稼働の１７３件の設備について、行政手続法（平成５年法律第８８号）

１３条１項１号イに基づき、予定する不利益処分の内容を旧法６条６項の
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規定に基づく認定の取消しとする聴聞を、同年１０月５日に行う旨の通知

をした。 

（弁明書、聴聞通知書） 

⑺ 審査請求人は、平成２８年１０月１３日、処分庁に対して、聴聞の対象

である１７３件の設備のうち２３件の設備について、当該各認定に係る設

備の設置場所を使用する権原を取得したことを証するものであるとする書

類を提出した。 

（場所の確保を示す書類一式、弁明書） 

⑻ 処分庁は、平成２８年１０月１７日付けで、審査請求人に対し、本件各

認定について、旧法６条６項の規定に基づき、「当該認定に係る再生可能

エネルギー発電設備について、当該設備を設置する場所について、土地の

取得、賃貸等により決定していることが確認できないことによる、電気事

業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行規則

（平成２４年６月１８日経済産業省令第４６号）第８条第１項第２号の認

定基準への不適合」との理由を記載して、本件各取消処分を行い、審査請

求人は、平成２８年１０月１９日、これを受領した。 

なお、本件各取消処分は、１６０件の設備についての認定の取消しを、

実質的に同一の場所と認められる設置場所ごとに分けて記載した５０通の

処分通知書（以下、これらを併せて「本件各取消処分通知書」という。）

により行われた。 

（取消通知書、郵便物等配達証明書、審査庁作成の平成２９年９月４日付け事務連絡）  

⑼ 審査請求人は、平成２９年１月１９日付けで、審査請求書又は審査請求

書（再請求）と題し、本件各取消処分の取消しを求める旨を記載した６６

通の書面（以下「補正前の本件各審査請求書」という。）を審査庁に対し

提出し、これらは、同月２０日、審査庁に到達した。 

審査庁は、平成２９年２月３日付けで、審査請求人に対し、上記６６通

の書面について、審査請求人の代表者が押印すること、審査請求人の代表

者の資格を証する書面を添付することについて補正を命ずるとともに、審

査請求を効率的に進めるために、「土地を取得予定」としている設備に係

るものと「土地の契約中」としている設備に係るものの２つのグループに

まとめた２通の審査請求書に書き直すように求めた。 

審査請求人は、これに従って、２通の審査請求書（以下、単に「本件各審

査請求書」という。）を審査庁に提出した。 
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（補正前の審査請求書、審査請求書、審査請求書の補正について） 

⑽ 審査庁は、平成２９年８月２２日、当審査会に対し、本件審査請求は全

部棄却すべきであるとして諮問した。 

（諮問説明書） 

３ 本件審査請求の要旨 

認定１から７まで及び５１から６１までの各認定について、審査請求人は

その設置場所を確保しているから、当該各認定の取消しはいずれも違法又は

不当である。また、認定８から５０まで及び６２から１６０までの各認定に

ついて、審査請求人はその設置場所をいまだ確保できていないものの、今後

土地を取得する予定であり、地権者との交渉、開発許可、農地転用等の行政

手続及び資金確保に３年を要するので、それまでは取消処分を猶予願いたい。 

よって、本件各取消処分の取消しを求める。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

審査庁は、諮問説明書において、理由を「審理員意見書に同じ」とし、本件

審査請求はいずれも棄却すべきであるとしている。 

審理員作成の審理員意見書は、本件各認定について、いずれも認定に係る設

備の設置場所が確保されているとは認められず、場所決定基準の不適合が確認

されたことから、旧法６条６項の規定に基づく認定の取消処分を行ったもので

あるとの理由を述べた上で、本件各取消処分が違法又は不当なものとは認めら

れず、本件審査請求には理由がないからいずれも棄却されるべきであるとして

いる。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

⑴ 一件記録によれば、次の事実が認められる。 

 ア 審査庁は、上記第１の２⑼のとおり、審査請求人に対し、審査請求書

の補正を命じ、審査請求人は、補正命令のとおり審査請求書を補正し、

本件各審査請求書を提出した。 

イ 審査庁は、本件審査請求の審理手続を担当する審理員として、資源エ

ネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部政策課制度審議室課長補佐で

あるＰ（以下「審理員」という。）を指名した。 

ウ 処分庁は、平成２９年３月２８日付けで、審理員に対し、弁明書及び

関係資料を提出し、また、審査請求人は、同年４月１８日付けで、審理

員に対し、反論書を提出した。 
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エ 審査請求人は、平成２９年５月３１日付けで、審理員に対し、口頭意

見陳述の機会付与の申立てを行った。審理員は、同年６月１６日に口頭

意見陳述の機会を付与し、審査請求人の代理人及び処分庁が出席した。 

オ 審理員は、平成２９年７月４日付けで、審理関係人に対し、審理手続

を終結した旨並びに審理員意見書及び事件記録を審査庁に提出する予定

時期が同月１０日である旨を通知した。 

カ 審理員は、平成２９年７月９日付けで、審査庁に対し、審理員意見書

及び事件記録を提出した。 

なお、手続に要した期間は、以下のとおりである。 

報告徴収通知（処分庁） ：平成２８年１月８日 

報告徴収期限      ：同年４月２８日 

聴聞通知（処分庁）   ：同年９月８日 

聴聞期日        ：同年１０月５日 

本件各取消処分（処分庁）：同月１９日（審査請求人受領日） 

本件審査請求      ：平成２９年１月２０日（審査庁受付日） 

審理員意見書提出     ：同年７月９日（審査庁受付日から２４週間） 

諮問書提出           ：同年８月２２日（審査庁受付日から３０週間） 

⑵ 本件諮問に至るまでの一連の手続は、上記⑴記載のとおりであり、審査庁

は、平成２９年２月３日付けの２通の「審査請求書の補正について」と題す

る書面（２０１７０１２０資第２４号、同第３９号）によって、審査請求人

に対し、当初審査請求人が提出した補正前の本件各審査請求書について、①

審査請求人の代表者が押印すること、審査請求人の代表者の資格を証する書

面を添付することについて補正を命ずるとともに、②「土地を取得予定」と

している設備に係るものと「土地の契約中」としている設備に係るものの２

つのグループにまとめた書面の提出を求めたものであるが、②の部分は、行

政不服審査法（平成２６年法律第６８号）１９条の規定に違反する点につい

て補正を命ずるものではなく、「審査請求を効率的に進めるため」に多数の

処分についての審査請求を２通の書面に一括記載するよう求めたものである

から、その趣旨が明確になるように、補正を命ずる部分とは明確に区別して

記載するのが相当であったというべきである。 

その他の点については、本件諮問に至るまでの一連の手続に違法又は不

当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件審査請求の適否について 
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⑴ 本件審査請求に係る審査請求期間について 

本件各取消処分通知書は、いずれも平成２８年１０月１９日に審査請求

人に送達されており（郵便物等配達証明書）、他に特段の資料等も存在し

ないことからすれば、審査請求人が本件各取消処分を知った日は上記送達

の日であると認めるのが相当であるところ、補正前の本件各審査請求書は、

送達日の翌日である同月２０日から起算して３月を経過した平成２９年１

月２０日に審査庁に受け付けられていることから、まず、本件審査請求が、

行政不服審査法１８条１項所定の審査請求期間を遵守したものであるか否

かを検討する。 

当審査会の照会に対する審査庁の回答によれば、補正前の本件各審査請

求書がいつどのように差し出されたかは記録上明らかでないが、補正前の

本件各審査請求書は、審査請求人からは郵便で提出されたものであるとい

うのであるから、遅くとも審査庁に到達した平成２９年１月２０日の前日

である同月１９日までには郵便物として差し出されたと認められ、審査請

求書を郵便で提出した場合における審査請求期間の計算については、送付

に要した日数は算入されない（同条３項）から、本件審査請求は、同条１

項所定の審査請求期間内にされた適法なものであると認めるのが相当であ

る。 

⑵ 本件審査請求に係る不服申立ての利益について 

上記第１の１⑷イのとおり、改正法附則７条は、附則４条１項、５条３

項及び６条３項の規定により新法９条３項の認定を受けたものとみなされ

る場合以外の場合には、旧認定は、その効力を失う旨を規定していること

から、本件審査請求に不服申立ての利益があるかについて検討する。 

ア 行政不服審査法が定める行政庁の処分についての審査請求は、当該処

分によって違法又は不当に自己の権利又は法律上保護されている利益を

侵害された者が、当該処分の全部又は一部の取消しという方法によって

当該法益を回復しようとするものであるから、上記の方法によってこの

ような侵害された法益が回復される可能性がなくなった場合には、審査

請求としては不服申立ての利益は消滅するものというべきである。 

イ 本件は、旧認定を受けて旧法３条２項に規定する特定供給者（以下

「旧特定供給者」という。なお、旧特定供給者に対しては、電気事業者

等が旧法４条及び５条の規定による各義務を負うこととなっていた。）

であった審査請求人が、処分庁が審査請求人に対してした当該旧認定を
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取り消す処分の取消しを求めるものである。 

しかし、旧設備認定制度は新法の施行に伴って廃止され、再生可能エネ

ルギー発電事業を行おうとする者は、新たに再生可能エネルギー発電設備

ごとに再生可能エネルギー発電事業計画を作成して経済産業大臣の認定を

受けることが必要となり（事業計画認定制度。新法９条１項）、その認定

の要件として、当該認定の申請に係る再生可能エネルギー発電設備を電気

事業者が維持し、及び運用する電線路に電気的に接続することについて電

気事業者の同意を得ていることを要するものとされ（新法９条３項２号、

新規則５条の２第１号）、新法の施行により、原則として旧認定は失効す

るが、上記制度の切替えに当たっては、経過措置として、旧特定供給者の

うち新法施行の際現に旧法５条１項に規定する接続をすることについて同

項に規定する一般送配電事業者等の同意（以下「旧接続同意」という。）

を得ている等一定の例外に当たる場合には、新法９条３項の認定を受けた

ものとみなすこととされている（改正法附則４条１項、５条３項、６条３

項）。 

ウ これを本件についてみると、当審査会の照会に対する審査庁の回答に

よれば、新法施行の際、認定１から５０までの５０件の各認定について

は、現に旧接続同意を得ているものの、認定５１から１６０までの  

１１０件の各認定については、いずれも旧接続同意を得ていないという

のであり、また、その他の新法９条３項の認定を受けたものとみなすこ

ととされる条件を満たすことを認めるに足りる資料もないから、認定 

５１から１６０までの１１０件の各認定については、新法９条３項の認

定を受けたものとみなされるいずれの場合にも該当しないことは明らか

である。 

エ したがって、旧設備認定制度は、新法の施行により、事業計画認定制

度へと変更され、新法施行の際現に旧接続同意を得ている場合など一定

の例外に該当する場合以外は、旧認定は効力を失うこととされた現在に

おいては、仮に審査請求人が新法施行日に旧特定供給者であることが確

定されたとしても、認定５１から１６０までの１１０件の各認定は失効

しており、これらの認定に係る各取消処分を取り消しても、新法９条３

項の認定を受けたものとみなされたり、改めて旧接続同意を求める地位

が回復されたりする余地はないから、本件審査請求のうち当該各認定の

取消処分の取消しを求める部分は、不服申立ての利益を欠くに至ったも
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のといわざるを得ない。 

⑶ 以上によれば、本件審査請求のうち認定５１から１６０までの１１０件

の各認定を取り消す処分の取消しを求める部分については、いずれも不適

法なものとして却下することが相当である。 

３ 認定１から５０までの各認定を取り消す処分の違法性又は不当性の有無に

ついて 

⑴ 旧設備認定制度においては、再生可能エネルギー発電設備を用いて発電

しようとする者は、経済産業省令で定めるところにより、旧法６条１項各

号所定の「当該再生可能エネルギー発電設備について、調達期間にわたり

安定的かつ効率的に再生可能エネルギー電気を発電することが可能である

と見込まれるものであることその他の経済産業省令で定める基準に適合す

ること。」（同項１号）、「その発電の方法が経済産業省令で定める基準

に適合すること。」（同項２号）のいずれにも適合していることにつき、

経済産業大臣の認定を受けることができる旨が定められており（旧法６条

１項）、上記各号の経済産業省令で定める基準として、それぞれ旧規則８

条１項各号及び２項各号に詳細な規定が置かれている。 

その上で、経済産業大臣は、上記の認定に係る発電が旧法６条１項各号

のいずれかに適合しなくなったと認めるときには、当該認定を取り消すこ

とができることとされている（同条６項）。 

⑵ 処分庁作成の平成２８年１０月１７日付け「電気事業者による再生可能

エネルギー電気の調達に関する特別措置法第６条第６項に基づく認定の取

消しについて」と題する書面によれば、平成２５年３月に行った認定１か

ら５０までの各認定の取消処分は、いずれも認定に係る再生可能エネルギ

ー発電設備を設置する場所が、土地の取得、賃貸等により決定しているも

のとは確認できないから、旧規則８条１項２号所定の認定基準に適合しな

いとして、旧法６条６項の規定に基づいて行われたものである。 

⑶ ところで、上記第１の１の制度の概要及び第１の２の事案の経緯等によ

れば、 

ア 旧設備認定制度において経済産業大臣の認定については、旧法６条１

項及び旧規則８条にその認定基準が詳細に定められていたが、認定１か

ら５０までの各認定が行われた平成２５年３月当時、経済産業大臣は、

上記の認定基準の一つである同条１項２号所定の「当該認定の申請に係

る再生可能エネルギー発電設備を設置する場所及び当該設備の仕様が決
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定していること。」とは、その場所で発電をすることが相当程度確実で

あると見込まれる状態にあることをいうものと解していたが、個々の申

請がこの認定基準を満たすものであるか否かの審査に当たっては、申請

に係る設備の設置場所となる土地の地番が申請書に具体的に記載されて

いることを確認するほか、５００ｋＷ以上の発電設備に係る認定申請に

ついては、当該土地の確保状況を示す書類として登記簿謄本、契約書又

は権利者の証明書（同意書）の添付を求め、これによって基準を満たし

ていることを確認する取扱いを行っていた一方で、５００ｋＷに満たな

い発電設備については、このような当該土地の確保状況を示す書類の提

出は求めていなかったこと（このような取扱いは、極めて多数の認定申

請が想定される状況下において事務処理上の便宜を考慮したものと解さ

れるが、後述のとおり、その後、処分庁が、平成２５年９月から行った

当該認定に係る場所及び設備の確保の状況を確認するための報告徴収の

結果、認定後１年近くの期間を経てもなお、特段の理由なく、場所及び

設備の確保がされていない案件が多数確認され、そのため、その後も対

象を拡大して大規模な範囲で報告徴収を行う必要が生じ、これに基づい

て多数の認定取消処分を行わざるを得なくなったことなどに鑑みれば、

結果的にみて適切であったとはいい難い。）、 

イ しかし、その後、処分庁は、認定後特段の理由なく場所及び設備の確

保が進まない事業者がいるとの指摘があったことから、平成２５年９月

から、認定時には当該場所の確保状況を示す書類の提出を求めていなか

ったものについて、当該認定を受けた事業者に対し、当該認定に係る場

所及び設備の確保の状況を確認するために報告徴収を行ったところ、認

定後においても、特段の理由なく、場所及び設備の確保がされていない

案件が多数確認されたこと、 

ウ そのため、処分庁は、同様の報告徴収を求める対象範囲を広げるとと

もに、場所及び設備の確保がされていない案件に対しては、段階的に認

定の取消手続を行うこととしたこと、 

エ このような経緯を経て、処分庁は、平成２７年１２月からは、平成 

２４年度及び平成２５年度に認定された設備のうち、一の場所において

複数の設備が設置されている場合で、主に合計発電出力が４００ｋＷ以

上の運転開始前の設備について報告徴収を行うこととし、審査請求人に

対しても、平成２８年１月８日付けで、審査請求人が平成２４年度に認
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定を受けた設備１７５件（本件各認定に係る設備１６０件を含む。）及

び平成２５年度に認定を受けた設備の合計１万７０００件余りの設備に

係る場所及び設備の確保の状況について、報告期限を平成２８年４月 

２８日と定めて土地の確保状況を示す書類の提出を求める報告徴収を行

ったこと、 

オ しかし、審査請求人は、①認定１については、認定時に設備の設置場

所としていた土地に加えて近接地を追加する軽微変更届出を行い、認定

に係る設備の設置場所を２筆の土地とし、そのうち軽微変更届出により

追加した１筆の土地については当該土地の使用権原を取得したとして書

類を提出したものの、当初認定に係る１筆の土地については求められた

書類を提出せず、②認定２から７までについては、いずれも当初認定を

受けた土地と異なる土地に関する書類を土地の確保状況を示す書類とし

て提出したにとどまり、③認定８から５０までについては、その設置場

所である土地の確保状況を示す書類を提出しなかったこと 

がそれぞれ認められる。 

⑷ そして、認定１から５０までの各認定が行われた当時においても、認定

を受けるためには、これらの認定申請に係る発電設備を設置する場所で発

電をすることが相当程度確実であると見込まれる状態にあることを前提と

していたものであり、再生可能エネルギーの導入拡大を促進するため、固

定価格買取制度のもと、調達期間にわたり安定的かつ効率的に再生可能エ

ネルギー電気を発電することが可能であると見込まれる発電設備を認定す

る旧設備認定制度が採用された趣旨に照らせば、認定を受けた後相当な期

間が経過してもなお当該認定に係る設備の設置場所を使用する権原を取得

せずに発電を開始しないものをそのまま放置しておくことは、旧法の趣旨

に反し、系統連系における接続容量の枠を先押さえしつつ、事業内容が確

定していないため電力会社との接続に関する契約に至らないことで、後続

の案件の系統連系が停滞するなどの弊害を招くおそれがあるというべきで

ある。 

また、審査請求人が認定１から５０までの各認定に係る土地及び設備の

取得その他の発電設備の稼働に向けて既に多額の金銭の出捐を行い、それ

が水泡に帰するなど、事後的な取消しによって特別の損害を被るという事

情も認められないから、処分庁が本件各認定のような一定規模に満たない

発電設備に係る認定申請を審査した段階において土地の確保状況を示す書
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類の提出を求めていなかったことを考慮に入れたとしても、審査請求人が

認定後３年半以上経過してもなおその設置場所である土地の確保状況を示

すことができなかった認定１から５０までの各認定について、処分庁が旧

法６条６項の規定に基づいて取り消すことは、違法又は不当であるとは認

められない。 

⑸ 以上によれば、認定１から５０までの各認定を取り消す処分に違法又は

不当があるとは認められないから、本件審査請求のうち当該各取消処分の

取消しを求める部分についていずれも棄却すべきであるとする審査庁の判

断は妥当である。 

４ よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第１部会 

委   員   市   村   陽   典 

委   員   小   幡   純   子 

委   員   中   山   ひ と み 
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〈設備認定目録省略〉 

（別紙） 


